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産業建設

地
域
産
業
の
活
性
化
策
を
調
査

産
業
建
設
常
任
委
員
会
で
は
、

「
地
域
産
業
の
活
性
化
策
の
取

り
組
み
」
を
テ
ー
マ
に
調
査
し

ま
し
た
。

産
業
振
興
と
地
域
経
済
の
活

性
化
策
の
た
め
、
野
辺
地
町
で

は
異
業
種
間
の
協
働
に
よ
る

「
元
気
の
へ
じ
観
光
産
業
活
性
化

協
議
会
」
を
設
立
し
観
光
資
源

の
開
発
と
販
路
拡
大
な
ど
の
調

査
･
研
究
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

特
産
品
の
ブ
ラ
ン
ド
化
と
消

費
者
か
ら
求
め
ら
れ
て
い
る
安

心
・
安
全
な
食
材
の
提
供
を
図

る
取
り
組
み
と
し
て
「
活
ホ
タ

テ
の
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
シ
ス

テ
ム
」
を
漁
協
主
体
で
行
っ
て

い
ま
す
。
ま
た
、
新
た
な
販
路

を
開
拓
し
更
な
る
消
費
の
拡
大

を
図
る
た
め
「
ホ
タ
テ
新
規
流

通
開
発
事
業
」
に
取
り
組
み
、

大
手
ス
ー
パ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
に

出
荷
す
る
な
ど
実
績
は
年
々
向

上
し
て
い
る
と
の
こ
と
で
し
た
。

「
ホ
タ
テ
殻
」
を
活
用
し
て

ナ
マ
コ
の
増
殖
試
験
に
も
取
り

組
ん
で
お
り
、
結
果
が
よ
け
れ

ば
徐
々
に
進
め
て
い
き
た
い
と

の
こ
と
で
し
た
。

賑
わ
い
の
あ
る
、
活
力
の
あ

る
町
と
す
る
た
め
に
は
、
本
町

の
主
要
産
業
で
あ
る
水
産
業
が

活
気
づ
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

低
迷
し
て
い
る
町
の
産
業
を
活

性
化
さ
せ
る
た
め
、
異
業
種
間

の
連
携
に
よ
る
新
た
な
組
織
の

立
ち
上
げ
や
特
産
品
の
ブ
ラ
ン

ド
化
の
確
立
、
新
た
な
販
路
を

拡
大
す
る
た
め
の
取
り
組
み
が

必
要
で
あ
る
と
感
じ
ま
し
た
。

各常任委員会では、平成18年に行った所管事務
調査の結果を基にそれぞれ町政への要望事項をまと
め12月８日、町長へ提出しました。主なものを抜
粋して紹介します。

■総務常任委員会
①ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の増設に努めると
ともに、町職員にも災害等緊急時対処能力を備え
てもらうよう、講習会の開催に積極的に取り組む
こと。
②国や県等の情報を的確に把握するとともに、適時
に財政計画の見直しを行うなど引き続き健全な財
政運営に努められたい。
③町税は財政運営の歳入面における貴重な財源であ
るので、収納体制や徴収方法を工夫するなど、町
税収入の確保に努力してもらいたい。

■教育民生常任委員会
①町民の医療と健康については、町全体の医療を考
えると結核・精神・糖尿病関係の比率が高く課題
となっている。全体指導と個別指導をうまく組み
合わせ予防に取り組んでほしい。
②国民健康保険事業の運営については、現状につい
てできるだけ情報公開した上で、現在の危機的な
財政状況を打開するためにどうしたらよいのか十
分に議論し、町としてできる限りの努力をしてほ
しい。
③複式学級における非常勤講師の配置基準を14人
から13人に引き下げるよう県に対し要望してほ
しい。それが難しい場合は、町としてサポートす
る教員の確保について検討してほしい。

■産業建設常任委員会
①電柱や街灯などの設置については、安全面や景観
に配慮し、車道内に設置することのないようにし
てほしい。
②町の観光施設（ケビンハウスなど）について、指
定管理者の指定を行うなど、民間活力の導入を
図ってほしい。
③滞在型観光を推進するためにも、ホテル、民宿等
宿泊施設の受け入れ体制の整備と支援策を検討し
てほしい。
④低迷している町の産業を活性化させるため、異業
種間の連携による新たな組織の立ち上げや特産品
のブランド化の確立、新たな販路を拡大するため
の取り組みを進めてほしい。

地域活性化の取り組みの説明
を受ける産業建設常任委員


